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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 平成 25 年 1 月 30 日（水）午前 9 時～午前 10 時 48 分 

開 催 場 所 301 会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財務部長、企画財務部財政担当部

長、総務部長、市民部長、生活環境部長、健康福祉部長、健康

福祉部高齢・障害担当部長、都市整備部長、都市整備部建設管

理担当部長、教育部長、教育部学校教育担当部長、議会事務局

長、教育部生涯学習スポーツ担当部長 

欠席者：会計管理者 

議 題 
１ 平成 25 年第 1 回市議会定例会提出議案について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方
針、残された問
題点、保留事項

等を記載する。） 

議題１について 

提案のとおり、提出議案として決定する。 

なお、⒁ 武蔵村山市が管理する道路における移動等円滑化の基準に

関する条例については、提出しないものとして決定する。  

議題２について 

第 1 回議市議会定例会の招集期日は、2 月 27 日（水）である。 

審 議 経 過 
（主な意見等を

原則として発言
順に記載し、同
一内容は一つに

まとめる。) 
 
（発言者） 

○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ 平成 25 年第 1 回市議会定例会提出議案について 

 ⑴ 専決処分の承認を求めることについて 

  （企画財務部長説明） 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規定に

基づき、議会を招集する時間的な余裕がなく専決処分したので、

同条第 3 項の規定により報告し、承認を求める。 

概要については、平成 24 年 12 月 22 日、市内中藤五丁目 39 番

地の 1 のコンビニエンスストアの駐車場から庁用車が出るために

後退した際、確認不十分により、道路上に停車中の相手方車両前

部に接触したものである。 

なお、示談交渉については、協議中である。 

  （質 疑） 

   ○ どのような経緯であったのか伺いたい。 

   ● 当日は降雨により非常に気温が低く、また、当該職員が勤務

する第二庁舎が耐震工事中であり暖房による効果が乏しいこ

とから、交換便の途中に防寒対策としてカイロを購入するため

立ち寄ったものである。 

   ○ 経緯を踏まえ、誤解を生まないようしっかりと説明に努めら

れたい。 
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   ● 承知した。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑵ 専決処分の承認を求めることについて 

  （建設管理担当部長説明） 

地方自治法第 179 条第 1 項の規定に基づき、議会を招集する時

間的な余裕がなく専決処分したので、同条第 3 項の規定により報

告し、承認を求める。 

概要については、平成 25 年 1 月 14 日、主要市道第 51 号線（市

内本町一丁目 1 番地先・市役所西側）の除雪作業中に小型特殊車

両（ミニホイルローダー）を方向転換のため後退させた際、車両

の座席部（一人乗り）の右側が歯科医院の看板下方部に接触し、

車両及び看板を破損したものである。 

なお、示談交渉については、協議中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑶ 平成 25 年度武蔵村山市一般会計予算 

  （財政担当部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑷ 平成 25 年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計予算 

  （市民部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑸ 平成 25 年度武蔵村山市下水道事業特別会計予算 

（生活環境部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 
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⑹ 平成 25 年度武蔵村山市介護保険特別会計予算 

（高齢・障害担当部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑺ 平成 25 年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理特別会計予算 

  （都市整備部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

 提出議案として決定する。 

 

 ⑻ 平成 25 年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計予算 

  （市民部長説明） 

地方自治法第 211 条第 1 項の規定により、本案を提出する。 

内容等については、現在精査中である。 

  （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑼ 武蔵村山市新型インフルエンザ等対策本部条例 

 （健康福祉部長説明） 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）

に基づき、新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされたときは、

直ちに新型インフルエンザ等対策本部を設置する必要があるの

で、本案を提出する。 

概要については、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 37 条

において準用する同法第 26 条の規定に基づき、武蔵村山市新型イ

ンフルエンザ等対策本部に関し必要な事項について定める条例を

制定するものである。 

  施行期日については、新型インフルエンザ等対策特別措置法の施

行の日から施行する。 

  なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会に

付議する。 

 （質 疑） 

  ○ 先日の政策調整会議において、提案理由の表現が適切でない

ことから訂正を指示したはずである。 

  ● 所管課に訂正の旨を説明したところ、当該法律の第 34 条に
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基づく表現であるとの回答があったため、訂正を行わなかっ

たものであるが、表現の適切さについては、文書審査の判断

を十分に踏まえることとする。 

  ○ そのように対応願う。また、条例案の構成について伺う。 

  ● 本条例案の構成について説明させていただく。一般的な委員

会や協議会を立ち上げる際に必要とする所掌事項や組織につ

いては、法律において詳細に規定されており、条例において

は、法律で規定されている事項以外について定める仕組みと

なっていることから、このような条例案の構成をとったもの

である。 

  ○ 当該条例案では、対策本部に部長を置くと規定されているだ

けであり、対策本部長を務める職については触れていないが、

このことについては法律に規定があるということか。 

  ● そのとおりである。同法律第 35 条に「市町村対策本部の長

は、市町村対策本部長とし、市町村長をもって充てる。」と規

定されている。 

 （結 論） 

  提出議案として決定する。 

 

⑽ 武蔵村山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例 

 （高齢・障害担当部長説明） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（平成 23 年法律第 37 号）（第 1 次

一括法）の施行による介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）の一

部改正に伴い、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を条例で定める必要があるので、本案を提出す

る。 

  概要については、介護保険法第 78 条の 4 第 1 項及び同条第 2 項

の規定により指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準については、各地方公共団体の条例で定めること

とされたことから、武蔵村山市指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を制定するもので

ある。 

  施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会に

付議する。 

 （結 論） 

  提出議案として決定する。 
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⑾ 武蔵村山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

 （高齢・障害担当部長説明） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第 1 次一括法）の施行による介

護保険法の一部改正に伴い、指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を条

例で定める必要があるので、本案を提出する。 

  概要については、介護保険法第 115 条の 14 第 1 項及び同条第 2

項の規定により指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準については、各地

方公共団体の条例で定めることとされたことから、武蔵村山市指

定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を定める条例を制定するものであ

る。 

  施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会に

付議する。 

（結 論） 

 提出議案として決定する。 

 

⑿ 武蔵村山市が管理する道路の構造の技術的基準に関する条例 

 （建設管理担当部長説明） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第 1 次一括法）の施行による道

路法（昭和 27 年法律第 180 号）の一部改正に伴い、市道の道路構

造の一般的技術基準を条例で定める必要があるので、本案を提出

する。 

  概要については、道路法第 30 条第 3 項の規定により市道の構造

の一般的技術基準については、当該道路の道路管理者である各地

方公共団体の条例で定めることとされたことから、武蔵村山市が

管理する道路の構造の技術的基準に関する条例を制定するもので

ある。 

  施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会

に付議する。 

 （結 論） 

  提出議案として決定する。 

 

⒀ 武蔵村山市が管理する道路に設置する道路標識の寸法に関する

条例 

（建設管理担当部長説明） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第 1 次一括法）の施行による道

路法の一部改正に伴い、市道に設置する標識の寸法を条例で定め

る必要があるので、本案を提出する。 

概要については、道路法第 45 条第 3 項の規定により市道に設け

る道路標識のうち、案内標識及び警戒標識並びにこれらに附置さ

れる補助標識（これらの道路標識の柱の部分を除く。）については、

当該道路の道路管理者である各地方公共団体の条例で定めること

とされたことから、武蔵村山市が管理する道路に設置する道路標

識の寸法に関する条例を制定するものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会

に付議する。 

  （質 疑） 

   ○ 道路標識の寸法に変更はあるのか。 

   ● 変更はない。 

   ○ 標識の色についても定めることができるのか。 

   ● 寸法のみであり、色については定めることができない。また、

通行止めなどの規制標識についても定めることはできない。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⒁ 武蔵村山市が管理する道路における移動等円滑化の基準に関す

る条例 

  （建設管理担当部長説明） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（平成 23 年法律第 105 号）（第 2

次一括法）の施行による高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）の一部改正に伴い、高

齢者、障害者等の移動円滑化のための特定道路の構造に関する基

準を条例で定める必要があるので、本案を提出する。 
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概要については、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第 10 条第 1 項の規定により移動円滑化のために必要な

特定道路の構造に関する基準については、各地方公共団体の条例

で定めることとされたことから、武蔵村山市が管理する道路にお

ける移動等円滑化の基準に関する条例を制定するものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会

に付議する。 

  （質 疑） 

   ○ 特定道路について伺う。 

   ● 特定道路は、多くの高齢者、障害者等の移動が主に徒歩で行

われる道路であり、駅や商業施設、官公庁に通じており国土交

通省が認定している道路のことである。本市には特定道路は存

在しないが、近隣地域では、三鷹市や武蔵野市に特定道路があ

る。 

   ○ 特定道路は申請により認定されるのか。又は、一定の基準を

満たす状況のなかで指定されるのか。 

   ● 国土交通省のホームページを参照したところ、移動円滑化を

促進させる地域として計画されている地域の道路について認

定されていく流れのようである。 

   ○ 現状では本市に全く該当のない規定であるが、条例で定める

必要はあるのか。該当施設がないことから、条例に委任されて

いる規定であっても制定する必要はないと思われる。 

（結 論） 

提出しないものとして決定する。 

 

 ⒂ 武蔵村山市都市公園における移動等円滑化の基準に関する条例 

  （建設管理担当部長説明） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第 2 次一括法）の施行による高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正

に伴い、高齢者、障害者等の移動円滑化のための特定公園施設の

設置に関する基準を条例で定める必要があるので、本案を提出す

る。 

概要については、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第 13 条第 1 項の規定により移動円滑化のために必要な

特定公園施設の設置に関する基準については、各地方公共団体の

条例で定めることとされたことから、武蔵村山市都市公園におけ

る移動等円滑化の基準に関する条例を制定するものである。 
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施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

なお、当該提出議案は、新規条例であるため、例規文書審査会

に付議する。 

  （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⒃ 武蔵村山市議会会派政務調査費の交付に関する条例の一部を改

正する条例 

  （総務部長説明） 

地方自治法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 72 号）の

施行に伴い、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

概要については、武蔵村山市議会会派政務調査費の交付に関す

る条例（平成 13 年武蔵村山市条例第 1 号）における政務調査費の

名称を政務活動費に改めるとともに、政務活動費を充てることが

できる経費の範囲についてこれまで規則で定めていたものを新た

に条例で定めるものである。 

施行期日については、地方自治法の一部を改正する法律中、地

方自治法第 100 条第 14 項及び第 15 項の改正規定、同項の次に 1

項を加える改正規定の施行の日から施行する。 

  （質 疑） 

   ○ 施行期日の予定日は把握しているのか。 

   ● 予定では、3 月 1 日であると思われる。 

なお、期日については政令で定めるものとされているため、

年度途中にあっても政務調査費から政務活動費に改められる。 

   ○ 経費の範囲については、変更があるのか。 

   ● これまでの政務調査費の使途を踏襲する内容で規定を整備

しているところである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⒄ 武蔵村山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  （総務部長説明） 

一般職の職員の給料の額等を改定する必要があるので、本案を提

出する。 

概要については、平成 24 年東京都人事委員会勧告等に基づき、

一般職の職員の給料の額等を改定するものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

なお、東京都に準拠し、部長職及び課長職の給料表を改定する

とともに、管理職手当を定額化する予定である。現在、東京都と
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各市の状況を確認している。 

  （質 疑） 

   ○ 一般職の職員の給料の額等の改定とあるが、影響があるの

は、部長職及び課長職のみか。 

   ● そのとおりである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

なお、内容については、よく精査されたい。 

 

 ⒅ 武蔵村山市非常勤職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例 

  （総務部長説明） 

地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策

を講ずるための関係法律の整備に関する法律（平成 24 年法律第 51

号）の施行による障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）の

一部改正に伴い、規定を整備する必要があるので、本案を提出す

る。 

概要については、武蔵村山市非常勤職員の公務災害補償等に関

する条例（昭和 42 年村山町条例第 26 号）第 9 条の 2 第 1 項第 2

号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律」に改めるものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⒆ 武蔵村山市体育施設設置条例の一部を改正する条例 

  （企画財務部長説明） 

   大南公園プールを廃止するとともに、大南公園野球場の開場時間

を変更する必要があるので、本案を提出する。 

   概要については、⑴ 大南公園プールを廃止するため、大南公園

プールに係る規定を削る。⑵ 市民サービスの向上を図ることに

伴い、大南公園野球場の開場時間を変更するため、大南公園野球

場の開場時間に係る規定中「午前 9 時から午後 5 時まで」を「午

前 9 時から午後 9 時まで」に改める。ただし、4 月から 10 月まで

の間は、従来どおり午前 7 時から午後 9 時までとするものである。 

   施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  （質 疑） 

   ○ 年間を通して夜間使用ができるようになるということか。 

   ● そのとおりである。 
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  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 ⒇ 武蔵村山市立学童クラブ設置条例の一部を改正する条例 

  （健康福祉部長説明） 

   児童の適正な人数規模を確保するため、武蔵村山市立第七学童ク

ラブを「武蔵村山市立第七学童クラブ第一」と「武蔵村山市立第

七学童クラブ第二」とに分割する必要があるので、本案を提出す

る。 

   概要については、第七学童クラブについては、定員（70 人）に

対して、平成 24 年 4 月から 7 月までの入所児童数が、2 割増（84

人）となっているため、児童の適正な人数規模を図る必要がある

ので、分割するものである。 

   武蔵村山市立第七学童クラブ第一（武蔵村山市残堀一丁目 60 番

地の 3）については、定員は 55 名、面積は 81.26 ㎡である。また、

武蔵村山市立第七学童クラブ第二（武蔵村山市残堀一丁目 60 番地

の 3）については、定員は 45 名、面積は 54.37 ㎡である。 

   施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

   なお、第七学童クラブ第二は、現在の残堀・伊奈平地区児童館内

の図書室を使用予定であり、既存の図書室は、児童館集会室へ移

転し、集会室と併用で使用する。 

  （質 疑） 

   ○ 児童館の図書室を使用する場合、児童館の機能的な面で問題

は生じないか。 

   ● 問題は生じないと認識している。 

   ○ 定員に対する面積についても問題はないか。 

   ● 面積については、努力義務とされている。学童クラブの分割

に当たっては、東京都に申請を行っているが、特に問題は生じ

ていない。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 21 武蔵村山市立のぞみ福祉園設置条例等の一部を改正する条例 

  （高齢・障害担当部長説明） 

   地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策

を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行による障害者

自立支援法の一部改正に伴い、規定を整備する必要があるので、

本案を提出する。 

概要については、⑴  武蔵村山市立のぞみ福祉園設置条例（昭
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和 60 年武蔵村山市条例第 30 号）、⑵ 武蔵村山市民総合センター

設置条例（平成 13 年武蔵村山市条例第 24 号）及び⑶ 武蔵村山

市介護給付費等の支給に関する審査会の委員の定数等を定める条

例（平成 18 年武蔵村山市条例第 18 号）について、条文中の「障

害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律」に改めるものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 22 武蔵村山市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

  （市民部長説明） 

   地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策

を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行による障害者

自立支援法の一部改正に伴い、規定を整備する必要があるので、

本案を提出する。 

   概要については、武蔵村山市国民健康保険条例（昭和 34 年村山

町条例第 19 号）における精神医療給付金に係る規定のうち「障害

者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」に、「障害者自立支援法施行令」を「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令」に

改めるものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 23 武蔵村山市国民健康保険税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

  （市民部長説明） 

   平成 25年 1月 11日付武蔵村山市国民健康保険運営協議会の答申

に基づき、国民健康保険税の税率、税額及び賦課限度額を改定す

る必要があるので、本案を提出する。 

   概要については、武蔵村山市国民健康保険税賦課徴収条例（昭和

34 年村山町条例第 20 号）に定める国民健康保険税の税率、税額及

び賦課限度額を改定するものであり、⑴ 基礎課税額の資産割率

を 100 分の 15.00 とし、賦課限度額を 510,000 円とする、⑵ 後

期高齢者支援金課税額の所得割率を 100 分の 1.44、均等割額を

8,200 円とし、賦課限度額を 140,000 円とする、⑶ 介護納付金課

税額の所得割率を 100 分の 1.36、均等割額を 11,100 円とし、賦課

限度額を 120,000 円とするものである。 
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   施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 24 武蔵村山市都市公園条例の一部を改正する条例 

  （建設管理担当部長説明） 

   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第 2 次一括法）の施行による高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正

に伴い、都市公園の設置基準等を条例で定める必要があるので、

本案を提出する。 

   概要については、都市公園法第 3 条第 1 項及び第 4 条第 1 項の規

定により都市公園の設置基準、住民一人当たりの都市公園面積の

基準、都市公園の配置及び規模の基準並びに都市公園施設の設置

基準については、各地方公共団体の条例で定めることとされたこ

とから、武蔵村山市都市公園条例（昭和 43 年村山町条例第 22 号）

の規定の整備を行うものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 25 武蔵村山市下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正す

る条例 

  （生活環境部長説明） 

   負担金の徴収期間について新たに例外事項を追加する必要があ

るので、本案を提出する。 

概要については、武蔵村山市下水道事業受益者負担に関する条

例（昭和 53 年武蔵村山市条例第 14 号）第 1 条で規定する負担金

については、同条例第 9 条の規定により 5 年に分割して徴収する

が、同条ただし書により一括納付の申出をしたときは、一括で徴

収するという例外事項を定めている。今回、負担金の徴収猶予を

受けた者の徴収猶予が消滅した後の負担金の徴収についても一括

で徴収することとし、例外事項を追加するものである。 

施行期日については、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 26 武蔵村山市防災会議条例の一部を改正する条例 

  （総務部長） 
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   災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 41 号）

の施行に伴い、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

   概要については、⑴ 武蔵村山市防災会議条例（昭和 41 年村山

町条例第 15 号）第 2 条に規定する防災会議の所掌事務に「市長の

諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議するこ

と」及び「その重要事項に関し、市長に意見を述べること」を加え

る、⑵ 同条例第 3 条第 5 項に規定する防災会議の委員に「自主防

災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命

する者」を加えるものである。 

   施行期日については、公布の日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 27 武蔵村山市災害対策本部条例の一部を改正する条例 

  （総務部長） 

   災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 41 号）

の施行に伴い、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

   概要については、武蔵村山市災害対策本部条例（昭和 41 年村山

町条例第 16 号）第 1 条中「災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223

号）第 23 条第 6 項」を「災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223

号）第 23 条の 2 第 8 項」に改めるものである。 

   施行期日については、公布の日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 28 武蔵村山市消防団条例の一部を改正する条例 

  （総務部長） 

   消防団員の定員及び費用弁償の額を改定する必要があるので、本

案を提出する。 

   概要については、⑴ 武蔵村山市消防団条例（昭和 47 年武蔵村

山市条例第 44 号）第 3 条で規定する消防団員の定員を 210 人に改

め、⑵ 同条例第 13 条第 1 項に規定する消防団員の費用弁償の額

「出動 1 回につき 2,500 円」を「出動 1 回につき 3,000 円」に改め

るものである。 

   施行期日については平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  （結 論） 

   提出議案として決定する。 

 

 29 平成 24 年度武蔵村山市一般会計補正予算（第 7 号） 
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（財政担当部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 30 平成 24 年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計補正予算（第

2 号） 

  （市民部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

31 平成 24 年度武蔵村山市下水道事業特別会計補正予算（第 1 号） 

  （生活環境部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 32 平成 24 年度武蔵村山市介護保険特別会計補正予算（第 3 号） 

  （高齢・障害担当部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 33 平成 24 年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理事業特別会計補

正予算（第 2 号） 

  （都市整備部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 34 平成 24 年度武蔵村山後期高齢者医療特別会計補正予算（第 2 号） 

  （市民部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内
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容等については、現在精査中である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 35 市道路線の認定について 

  （建設管理担当部長） 

   道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 8 条第 2 項の規定により、

本案を提出する。 

  開発行為に伴う道路用地の寄付の申し出を受け、市道路線として

認定する路線は、武蔵村山市残堀五丁目 120 番地先を起点とし、

武蔵村山市残堀五丁目 120 番地先を終点とする幅員 6.0ｍ～6.18

ｍ、延長 140.09ｍの一般市道Ｄ第 258 号線である。 

 （質 疑） 

  ○ 添付資料の図面では、一般市道Ｄ第 258 号線と一般市道Ｄ第

140 号線とが接触しているが、議案の提案順序から錯誤が生じ

るため、訂正されたい。 

  ● 議案の提案順序を確認し、訂正することとする。 

 （結 論） 

  提出議案として決定する。 

 

36 市道路線の変更について 

  （建設管理担当部長） 

   道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 10 条第 3 項の規定において

準用する第 8 条第 2 項の規定により、本案を提出する。 

  開発行為に伴う道路用地の寄付の申し出を受け、変更する市道路

線は一般市道Ｄ第 140 号線であり、武蔵村山市残堀五丁目 105 番

地先を起点とし、武蔵村山市残堀五丁目 122 番地先を終点とする

幅員 1.82ｍ、延長 69.51ｍから武蔵村山市残堀五丁目 105 番地先

を起点とし、武蔵村山市残堀五丁目 120 番地先を終点とする幅員

1.82ｍ、延長 73.23ｍに変更するものである。 

（結 論） 

  提出議案として決定する。 

 

【追加予定】 

 ⑴ 平成 24 年度武蔵村山市一般会計補正予算（第 8 号） 

  （財政担当部長説明） 

地方自治法第 218 条第 1 項の規定により、本案を提出する。内

容等については、現在精査中である。 

（結 論） 
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提出議案として決定する。 

 

【報告事項】 

 ⑴ 専決処分の報告について 

  （生涯学習スポーツ担当部長） 

   地方自治法第 180 条第 1 項の規定により、議会において指定され

ている事項について、専決処分したので、同条第 2 項の規定によ

り報告する。 

   概要については、平成 24 年 11 月 18 日、総合運動公園運動場（第

2 運動場）において開催された「少年少女サッカー大会」の競技中、

小石が隣接する駐車場に駐車中の車両に当たり、当該車両のボン

ネットの一部を損傷させたものである。 

   なお、示談交渉については、協議中である。 

  （結 論） 

   報告事項として決定する。 

 

議題２ その他 

⑴ 第 1 回市議会定例会の招集期日について 

第 1 回市議会定例会の招集期日は 2 月 27 日（水）である。  

 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財務部 企画政策課（内線：374） 

（日本工業規格Ａ列４番） 


